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（証券コード 5886） 

 

（発信日） 2024 年３月６日 

（電子提供措置の開始日） 2024 年３月６日 

 

株主各位 

福井県福井市米松二丁目２４番８号 

OOKABE GLASS 株式会社 
代表取締役 大壁 勝洋 

 

第 21 回 定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

このたびの令和 6 年能登半島地震により被災された皆様に謹んでお見舞い申しあげますとともに、一日も早い復

旧・復興を心からお祈り申しあげます。 

さて、当社第 21 回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。 

なお、当日ご出席されない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使

書用紙に賛否をご表示いただき、2024 年３月 27 日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお

願い申しあげます。 

敬具 

 

 
 

当社ウェブサイト 

https://ookabe-glass.co.jp/ir/ 

 

 

 

 

記 

 

１．日   時 2024 年３月 28 日（木曜日）午後１時 

２．場   所 福井県福井市米松二丁目 24 番 8 号 当社本社会議室 

３．目的事項 

  報告事項  第21期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）事業報告の件 

  決議事項 

  第１号議案 第21期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）計算書類承認の件 

  第２号議案 定款一部変更の件 

  第３号議案 取締役４名選任の件 

 

4．招集にあたっての決定事項 

1) ご返送いただいた議決権行使書において、議案につき賛否の表示をされない場合は、賛の表示があっ

たものとしてお取り扱いさせていただきます。 

2) 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに内容を掲載させていただきま

す。 

3) その他、株主様へのご案内事項につきましては、当社ウェブサイト（https://ookabe-glass.co.jp）に掲載さ

せていただきます。 

4) 当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。 

以上 

 

 

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス） 

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do 
 

(上記東証ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（会社名）又は

証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR 情報」を順

に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資

料」欄よりご確認ください。) 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 

 

第１号議案 第 21 期（2023 年１月１日から 2023 年 12 月 31 日まで）計算書類承認の件 

会社法第 438 条第２項に基づき、当社計算書類のご承認をお願いするものであります。議案の内容につきまし

ては、10 頁から 16 頁までに記載のとおりであります。 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

当社定款を以下のとおり変更したいと存じます。 

1. 提案の理由 

       当社は既に電子提供措置をとる旨の定款の定めを設けておりますが、その規定を一般的な文章に変更 

するものであります。 

2. 変更の内容 

 定款変更案の内容は次のとおりであります。 

（下線部は変更部分） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１５条（株主総会参考書類等のインターネット開

示とみなし提供） 

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類および連結

計算書類に記載又は表示をすべき事項に係る

情報を、法務省令に定めるところに従い、インタ

ーネットを利用する方法で開示することにより、

株主に対して提供したものとみなすものとする。 

（削 除） 

（新 設） 第１５条 （電子提供措置等） 

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類等の内容である情報について、電

子提供措置をとるものとする。 

当会社は、電子提供措置をとる事項のうち

法務省令で定めるものの全部又は一部につ

いて、議決権の基準日までに書面交付請求し

た株主に対して交付する書面に記載しないこ

とができる。 
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第３号議案 取締役４名選任の件 

取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては経営体制の一層の強化を図

るために取締役１名を増員することとし、取締役４名の選任をお願いしたいと存じます。 

取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 

番号 

氏名 

（生年月日） 
略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 

所有する当社

の株式の数 

１           おおかべ  かつひろ 

大壁 勝洋 

（1967 年 10 月 1 日生） 

1987年４月 

1990年８月 

2003年８月 

 

2018年６月   

 

2022年７月 

株式会社赤坂 入社  

株式会社大壁商事 入社  

大壁商事株式会社（現・ＯＯＫＡＢＥ ＧＬ

ＡＳＳ株式会社）設立 代表取締役就任  

ＯＯＫＡＢＥ Ｃｒｅａｔｉｏｎｓ株式会社 代表取

締役（現任）  

株式会社ＦＰＥＣ 代表取締役（現任） 

1,042,200 株 

【取締役候補者とした理由】 

 大壁勝洋氏は、当社の創業者として 21 年にわたり、経営を指揮し当社を成長させてきました。同氏

の経営実績、当社事業における幅広い知識、優れたリーダーシップは、当社のさらなる企業価値向

上に引き続き必要であることから、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。 

２ 
            いい  としゆき 

伊井 敏幸 

（1976 年 12 月 12 日生） 

1997年４月 

2005年４月 

2006年４月 

 

2011年３月 

2012年11月 

2020年１月 

東立通信工業株式会社入社  

山壁産業株式会社入社  

大壁商事株式会社（現・ＯＯＫＡＢＥ ＧＬ

ＡＳＳ株式会社）入社  

当社取締役就任  

当社取締役営業部長就任  

当社取締役就任（現任） 

129,900 株 

【取締役候補者とした理由】 

 伊井敏幸氏は、EC 運営事業部門の責任者として、豊富な経験と実績を有しており、2011 年より当

社取締役に就任しております。カスタマーサービス部、購買部、製品出荷部を指揮・統括し、経営上

の重要事項の決定及び業務執行に対する監督など、適切に実行することが期待できる人材と考え、

引き続き取締役の選任をお願いするものであります。 

３              はしもと  り  な  

橋本 理奈 

（1986 年 12 月 4 日生） 

 

2009年４月 

 

2010年10月 

2018年８月 

 

 

2021年３月 

2022年７月 

2023年３月 

リコー中部株式会社（現・リコージャパン

株式会社）入社 

株式会社ヤマサ製麺入社 

オーカベガラスホールディングス株式会

社（現・OOKABE GLASS 株式会社）入

社 

当社執行役員就任（現任） 

株式会社 FPEC 取締役就任（現任） 

当社取締役就任（現任） 

－株 

【取締役候補者とした理由】 

 橋本理奈氏は、財務戦略部長として戦略及びコンプライアンス等の経験と実績を有しており、2023

年より当社取締役に就任しております。その後も、社外との交渉及び社内統制など、適切に実行する

ことが期待できる人材と考え、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。 
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候補者 

番号 

氏名 

（生年月日） 
略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況） 

所有する当社

の株式の数 

４ 

※ 

ますむら えいいち 

舛村 英一 

（1967 年 8 月 3 日生） 
 

1990年４月 

2011年８月 

2013年４月 

2019年12月 

2021年６月 

野村證券株式会社入社 

あかつきファイナンシャルグループ入社 

髙木証券株式会社入社 

エイチ・エス証券株式会社入社 

スマートシェア株式会社取締役就任 

－株 

（重要な兼職の状況） 

 該当事項はございません。 

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】 

 舛村英一氏は、長年にわたり証券会社にて上場企業の資産形成支援に携わり、豊富な経験を有し

ております。また他社での取締役として培われた経験と高い見識を、当社経営に活かしていただくた

め、当社業務執行を行う経営陣から独立した客観的視点で経営全般に対し的確な助言をいただくこ

とで、経営体制がさらに強化できるものと判断し、社外取締役としてご選任をお願いするものでありま

す。 

 （注）1．※は新任の取締役候補者であります。 

    2．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

    3．舛村英一氏は社外取締役候補者であります。 

4．当社は、社外取締役候補者との間で、会社法第 427 条第１項及び当社定款第 28 条の規定に基づき、任

務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約の締結を予定しております。当該契約に基づく損害

賠償責任の限度額は、同法第 425 条第１項に定める最低責任限度額としております。 
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（添付書類） 

事業報告 
（2023 年 1 月 1 日から 2023 年 12 月 31 日まで） 

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

 当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の分類が２類から５類へ移行したことにより、

個人消費やインバウンド需要の回復が見られ、穏やかな景気の持ち直しがみられました。しかしながら、長期化

するウクライナ情勢や円安等による原油・原材料価格等の高騰、世界的な金融引き締め等による景気の下振れ

リスクが懸念され、依然として先行きは不透明な状況が続いております。また住宅投資に関しては建築資材価

格の高止まりの影響から減少傾向に歯止めがかからず、新設住宅着工戸数は軟調に推移し、先行きは不透明

な状況となっております。一方で、国土交通省、経済産業省及び環境省にて創設された過去に例のない大規

模な住宅省エネ支援策である「先進的窓リノベ事業」における補助金制度の活用により、断熱製品を中心とした

窓リフォーム市場においては大幅な需要が発生しました。 

 このような環境のもと、当社ウェブサイトを検索エンジンに上位表示させる手法である検索エンジン最適化

（SEO）の一環として新規コンテンツ追加、顧客満足度向上のためのサイト表示スピード改善を主軸とした新規

顧客の獲得、ダイレクトメールや電話を活用した休眠顧客の掘り起こしにも力を入れ、問い合わせ数増加の取り

組みを積極的に展開いたしました。またコールセンターでのヒアリング向上にも力を入れ、断熱窓補助金対応

及び窓施工案件獲得を中心としたクロスセル及びアップセル提案を実施いたしました。 

 これらの結果、当事業年度の売上高は 1,219,637 千円（前期比 1.4％増）、営業利益は 6,495 千円（前期比

60.8％減）、経常利益は 12,236 千円（前期比 50.8％減）となりました。 

 

（２）対処すべき課題 

   当社におきましては、以下４点を対処すべき課題として認識しております。 

①事業戦略 

 EC 事業にとって、常に魅力的な商品やサービスを低コストで届けることのできる仕組みやマーケティングプ

ラットフォームを構築することは、国境・業種・業態の垣根を越えた販売競争の激化や新規参入業者増加によ

るレッドオーシャン化の進展にあって、極めて重要であると考えております。これを実現するため、商品の開

発、販売・加工品の精度・品質の向上を図るべく技術の向上や事業の選択と集中を推し進め、お客様のさま

ざまなニーズに適時適切に対応できる各種ポータルサイトやネット店舗の展開を加速し、競争力の強化に取

り組んでまいります。 

 

②人材の確保及び育成 

 当社にとって最大の資産は、当社の保有する技術・経験・ノウハウを継承・発展させてゆく「人」であり、継続

的に企業価値を向上していくためにもエンジニアを始めとした優秀な人材を安定的に確保していくことは極め

て重要であると考えております。経営資源である人材を十分かつ適時に確保するために、採用力を強化して

獲得に向けて積極的に活動するとともに、労働環境の向上や福利厚生の充実、定期的な社内研修の実施

等、人材育成・リテンションアップのため、研修・教育制度の充実にも努めてまいります。 

 

③内部統制、リスク管理体制の整備・強化及びコンプライアンスの徹底 

 継続的な業容拡大を支えていくために、業況推移を常時正確に把握し、適時・適切に経営判断に反映させ

ていくことは重要であると考えております。 

 また、企業市民としての社会的責任を積極的かつ十分に果たしてゆくためには、当社を取り巻く様々なリス

クを把握・管理・対応するとともに、法令遵守（コンプライアンス）体制のさらなる充実・強化が最重要事項の一

つであると認識しております。脱炭素社会の実現を始めとして、福井の地から社会環境の改善推進を標榜す

る当社は、各種法令・規則・社会倫理の遵守をより確実に実践するために、取締役会、戦略戦術会議（経営

会議）の機能強化と、社内の徹底した情報共有化のための施策・各種研修等に継続的に取り組んでまいりま

す。 

 

④事業拡大に伴い増大する資金の調達力の強化 

 当社が安定して成長していくために、資金調達力の強化は不可欠であります。現在調達は、銀行借入等の

間接金融を中心に行っておりますが、今後は直接金融も含めた資金調達力の強化をさらに図り、より安定し

た財務基盤の維持構築に努めてまいります。 
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（３）財産及び損益の状況 

（単位：千円） 

区分 第 18 期 
（2020 年 12 月期） 

第 19 期 
（2021 年 12 月期） 

第 20 期 
（2022 年 12 月期） 

第 21 期 
（当事業年度） 

（2023 年 12 月期） 

売上高 1,002,123 1,137,450 1,202,853 1,219,637 

経常利益 16,306 81,535 24,848 12,236 

当期純利益 10,583 56,566 12,631 8,543 

1 株当たり当期純利益 5.29 24.79 5.32 3.60 

総資産額 563,338 744,683 910,577 870,844 

純資産額 286,222 450,257 465,648 481,806 

1 株当たり純資産（円） 143.11 189.81 196.29 203.11 

（注）1．1 株当たり当期純利益は、期中平均株式数を用いて算出しております。 

   2．当社は、2022 年 12 月 29日付で普通株式１株につき100 株の割合で株式分割を行っております。 

第18期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算 

定しております。 

 

（４）重要な子会社の状況 

会社名 資本金 

（百万円） 

当社の 

議決権比率（％） 

主要な事業内容 

OOKABE Creations 株式会社 

（注）１ 

5 100.0 EC サイトの開発 

株式会社 FPEC（注）１ 1 80.0 EC サイトのプロデュース 

（注）1．特定子会社であります。 

 

（５）主要な事業内容（2023 年 12 月 31 日現在） 

事業 品目 

EC 運営事業部門 建築用板ガラス（フロートガラス、強化ガラス、合わせガラス、複層ガラス、耐

熱ガラス等）、樹脂版（アクリル、ポリカーボネート等）、鏡（ガラスミラー、プラ

スチックミラー等）、ガラスドア、窓枠、ガラス管、FRP グレーチング、その他

ガラス関連製品） 

 

（６）主要な営業所（2023 年 12 月 31 日現在） 

名称 所在地 

本社 福井県福井市米松二丁目 24 番 8 号 

 

（７）従業員の状況（2023 年 12 月 31 日現在） 

従業員数（名） 前期末比 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 

51 増減なし 30.5 5.7 

（注）1．従業員数は就業人員であります。 

   2．臨時従業員はおりません。    

 

（８）主な借入先の状況（2023 年 12 月 31 日現在） 

借入先 借入額（千円） 

株式会社北陸銀行 187,505 
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２．会社の株式に関する事項（2023 年 12 月 31 日現在） 

（１）発行可能株式総数 9,488,800 株 

（２）発行済株式の総数 2,372,200 株 

（３）株主数  3 名 

（４）株主 

株主名 持株数（株） 持株比率（％） 

スリー・バイ・スリー合同会社 1,200,100 50.59 

大壁 勝洋 1,042,200 43.93 

伊井 敏幸 129,900 5.48 

（注）持株比率は、小数点第 3 位以下を四捨五入して表示しております。 

 

（５）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況 

   該当事項はありません。 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名等（2023 年 12 月 31 日現在） 

氏名 地位 重要な兼職の状況 

大壁 勝洋 代表取締役 OOKABE Creations 株式会社代表取締役会長 

株式会社 FPEC 代表取締役会長 

伊井 敏幸 取締役 EC 運営本部長 － 

橋本 理奈 取締役 財務戦略部長 株式会社 FPEC 取締役 

福薗 健 監査役 公認会計士税理士福薗事務所 所長 

寺尾 忠佳 監査役 寺尾忠佳公認会計士税理士事務所 所長 

（注）１．監査役福薗健及び寺尾忠佳は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

   ２．監査役福薗健は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見 

    を有しております。 

   ３．監査役寺尾忠佳は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知 

見を有しております。 

   ４．谷口尚史氏（旧姓：吉田）は、2023 年 11 月 15 日に一身上の都合により辞任いたしました。 

 

 

（２）事業年度に係る取締役及び監査役報酬等の額 

区分 員数 支給額 

取締役 

（うち社外取締役） 

４名 

（－） 

32,040 千円 

（－） 

監査役 

（うち社外監査役） 

２名  

（２名） 

2,075 千円 

（2,075 千円） 

合計 

（うち社外役員） 

５名  

（２名） 

34,115 千円 

（2,075 千円） 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

   ２．取締役の員数・支給額には 2023 年 11 月 15 日をもって辞任した取締役 1 名を含めております。 

   ３．取締役の報酬限度額は、2022年3月29日開催の定時株主総会において、年額100,000千円以内と決議さ

れております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は１名）です。 

 

（３）社外役員に関する事項 

①重要な兼職先と当社の関係 

 社外役員において、重要な兼職先と当社との間に特別な利害関係はありません。 

 

②当事業年度における主な活動内容 

区分 氏名 主な活動状況 

社外監査役 福薗 健 
当事業年度に開催された取締役会 18 回のうち 18 回に出席しておりま

す。また、内部監査室長とも定期的に情報交換を行い、取締役の職務
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執行をモニタリングするほか、公認会計士及び税理士としての財務・会

計に関する知見、会社経営に関する経験と知見に基づく見地から、有

効かつ適正な監査を実施するとともに、必要に応じて意見や助言を述

べております。 

社外監査役 寺尾 忠佳 

当事業年度に開催された取締役会 18 回のうち、同氏が就任後に開催

された取締役会は 13 回であり、そのうち 13 回に出席しております。ま

た、内部監査及び棚卸に立ち会うほか、公認会計士及び税理士として

の財務・会計に関する知見、会社経営に関する経験と知見に基づく見

地から、有効かつ適正な監査を実施するとともに、必要に応じて意見や

助言を述べております。 

 

 

５．業務の適性を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要 

  当社は、内部統制システム構築の基本方針について、次のとおり定めております。 

 

（内部統制システムの構築の基本方針） 

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１） 取締役は取締役会及び経営会議（戦戦会議）の場で、他の取締役の業務執行につき報告を受け、相

互の業務執行について、法令及び定款に適合しているかを監督します。 

（２） 取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、担当

業職務を執行します。 

（３） 取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制を採用し

ます。執行役員は、取締役会の決定の下、取締役会及び代表取締役の委任に基づき、担当業務を執

行します。 

（４） リスク・コンプライアンス規程を定め、リスク・コンプライアンス体制を整備、強化し、定期的に研修等を行

い、全役職員へのコンプライアンス意識の浸透を図ります。 

（５） 不正行為、違法行為等に関して使用人が直接報告、相談できる内部通報窓口を設置します。通報窓

口責任者が法令又は定款に違反する恐れがあると判断した場合には、速やかに監査役に報告しま

す。 

（６） 反社会的勢力による不当要求に対し組織全体として毅然とした態度で対応し、反社会的勢力とは取

引関係その他一切の関係を持たない社内体制を整備します。 

 

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１） 株主総会、取締役会の議事録、経営会議（戦戦会議）等の重要な情報については、法令及び文書

管理規程・稟議規程等の関連規程に従い、適切に記録し、文書保存期間一覧表に定められた期

間保存します。 

（２） 関連規程は、必要に応じて適時見直し等の改善を行います。 

 

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１） リスク管理担当役員は、リスク・コンプライアンス規程に基づき、常時リスク管理体制の構築、改善、

運用及び各部門・関連子会社への啓蒙、指導を行います。 

（２） 各部門・事業子会社の長は、リスク・コンプライアンス規程に定めるリスクが発生した場合、速やかに

リスク管理担当役員に報告し、リスク管理担当役員は、報告を受けた内容を取締役会及び監査役

へ報告します。 

 

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定時取締役会を原則として毎月１

回開催するとともに、必要に応じ臨時取締役会を適宜開催します。経営方針に関わる重要事項に

ついては、事前に社長、その他必要な取締役が十分な審議を行った上で、取締役会に諮るものと

します。 

（２） 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程に定め

るところにより、取締役会が任命する代行者の指揮のもと行います。 

 

5. 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 関係会社管理規程に基づき、関係会社の管理は、管理管掌役員が統括し、職務執行の報告等を受
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け、必要に応じて取締役会への上程及び報告を行います。 

 

6. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並

びに監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（１） 監査役が監査役の職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合には、人員を設置します。 

（２） 当該従業員の選任、解任、異動等には、監査役の同意を要するものとします。 

（３） 当該従業員は、監査役が指定する補助すべき期間中は、監査役の指示に従い職務を遂行し、取

締役の指示命令を受けません。 

 

7. 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制、並びに当該報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制 

（１） 当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、会社に重大な損害を与える事項が発生又は発生

する恐れがあるとき、役職員による法令違反又は不正行為を発見したとき、その他監査役が報告す

べきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告します。前記に関わらず監査役はいつでも必

要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができます。 

（２） 当社は、監査役へ報告を行った役員及び使用人に対し、そのことを理由として不利な取扱いを行う

ことを禁止し、その旨を役員及び使用人に周知徹底します。 

 

8. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の

職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。 

 

9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役は、取締役会等、重要な会議に出席して、業務執行状況を把握するとともに、主要な稟議書そ

の他業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要に応じて、取締役又は使用人に説明を求めることができ

ます。また、監査法人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、業務執行及び財務上の問題点につ

き協議します。 

 

（２）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要 

 当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しており、その基本方針に基づき以下の具

体的な取組みを行っております。 

1. 主な会議の開催状況として、取締役会は 18 回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役

の業務執行の適正性及び効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外監査役が 18 回に出

席いたしました。 

2. 監査役は、監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役及び取締役、執行役員との間で意見

交換会を実施し、情報交換等の連携を図っております。 

3. 内部監査室は、内部監査計画に基づき、各部門の業務執行の監査を実施しました。 
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貸 借 対 照 表 
（2023 年 12 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

 円  円 

【流動資産】 【327,218】 【流動負債】 【 186,624】 

現金及び預金 119,083 買掛金 44,529 

売掛金 81,898 未払金 53,741 

商品 24,008 未払費用 11,003 

前払費用 16,504 未払法人税等 2,807 

預け金 59,228 仮受金 1,087 

前渡金 639 預り金 9,773 

1 年以内回収長期貸付金 4,992 社債（1 年以内） 10,000 

仮払金 6,111 未払消費税額 8,254 

未収入金 15,290 前受金 31,904 

貸倒引当金 △538 1 年以内返済長期借入金 9,996 

【固定資産】 【 543,625】 リース債務（1 年以内） 3,528 

（有形固定資産） （ 236,081） 【固定資産】 【 202,413】 

建物 16,080 社債 15,000 

建物付属設備 4,687 長期借入金 177,509 

構築物 6,216 退職給付引当金 7,405 

車両運搬具 0 繰延税金負債 2,499 

工具器具備品 237 負債の部合計 389,038 

土地 205,308 純資産の部 

リース資産 3,551 【株主資本】 【 469,867】 

（投資その他の資産） （ 307,544） （資本金） （ 10,000） 

投資有価証券 56,954 資本金 10,000 

長期貸付金 47,582 （資本剰余金） （ 105,904） 

保険積立金 27,631 資本準備金 105,904 

子会社株式 105,904 （利益剰余金） （353,963） 

出資金 13,761 繰越利益剰余金 353,963 

敷金 6,790 【評価・換算差額等】 【  11,938】 

前払保険料 47,670 その他有価証券評価差額金 11,938 

長期前払費用 1,199 
  

預託金 49   

  純資産の部合計 481,806 

資産の部合計 870,844 負債・純資産の部合計 870,844 
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損 益 計 算 書 
（2023 年 1 月 1 日から 2023 年 12 月 31 日まで） 

（単位：千円） 

科目 金額 

【純売上高】    

売上高  1,219,637 1,219,637 

【売上原価】    

期首棚卸高  25,138  

商品仕入高  438,921  

合計  464,060  

期末棚卸高  24,008 440,051 

 売上総利益   779,586 

    

【販売費及び一般管理費】   773,090 

 営業利益  6,495 

【営業外収益】    

受取利息  1,001  

受取配当金  339  

雑収入  6,377  

受取手数料  150  

為替差益  190 8,058 

【営業外費用】    

支払利息  757  

雑損失  1,559 2,317 

 経常利益  12,236 

【特別損失】    

固定資産除却損  0 0 

 税引前当期純利益  12,236 

 法人税・住民税及び事業税 5,750 
 

 法人税等調整額 △2,057 3,692 

 当期純利益  8,543 
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株主資本等変動計算書 
（2023 年 1 月 1 日から 2023 年 12 月 31 日まで） 

（単位：千円） 

 
株主資本 

評価・換算 

差額等 

純資産の部 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 

その他の 

有価証券 

評価差額金 

資本 

準備金 

その他の 

利益剰余金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 10,000 105,904 345,419 461,323 4,324 465,648 

当期変動額       

当期純利益   8,543 8,543  8,543 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

    7,614 7,614 

当期変動額合計   8,543 8,543 7,614 16,157 

当期末残高 10,000 105,904 353,963 469,867 11,938 481,806 
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個別注記表 

（2023 年 1 月 1 日から 2023 年 12 月 31 日まで） 

 

（重要な会計方針） 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

②商品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定していま 

す。） 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、建物及び2016年4月1日以降に取得した構築物については、定額法を

採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

・建物及び構築物 10～45 年 

・その他    4～15 年 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（４）退職給付に係る会計処理の方法 

 当社は、内規に基づく当事業年度の末日における自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。 

 

（５）重要な収益及び費用の計上基準 

 当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）及び「収益認識に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準第 30 号 2021 年 3 月 26 日）を適用しており、顧客との契約に基づき約束した

財又はサービスの支配が顧客に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

（重要な会計上の見積） 

（繰延税金資産の回収可能性） 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

 繰延税金資産 2,804 千円（繰延税金負債との相殺前の金額） 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

  予算及び中期経営計画により見積もられた将来の課税所得に基づき、繰延税金資産を計上しており、予算

及び中期経営計画は、一定の仮定を置いて策定しております。課税所得が生じる時期及び金額は、将来の

不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なっ

た場合、翌事業年度において繰延税金資産を認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 
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（貸借対照表関係） 

（１）担保に供している資産及び担保付債務 

担保に供している資産  

土地 205,308 千円 

 

１年以内返済長期借入金 9,996 千円 

長期借入金 177,509 千円 

計 187,505 千円 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額 70,054 千円 

 

（３） 保証債務 

   OOKABE Creations 株式会社について、次のとおり債務保証を行っております。 

金融機関からの借入 23,000 千円 

 

（４） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 20,767 千円 

長期金銭債権 38,352 千円 

短期金銭債務 20,324 千円 

 

 

（損益計算書関係） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

仕入高 128 千円 

地代家賃 5,703 千円 

Web 利用料 217,477 千円 

外注費 3,365 千円 

 

営業取引以外の取引による取引高 

受取利息 367 千円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

発行済株式 

 普通株式 

 

2,372,200 

 

－ 

 

－ 

 

2,372,200 

合計 2,372,200 － － 2,372,200 

（注）当社は、2022 年 12 月 29 日付で普通株式１株につき 100 株の割合で株式分割を行っております。 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３. 新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係） 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有

価証券評価差額金等であります。 
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（リース取引関係） 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

 主として車両であります。 

②リース資産の減価償却の方法 

 個別注記表「重要な会計方針（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法②リース資産」に記載のとおりであ

ります。 

  

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行等の金

融機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関しては行わない方針であり

ます。 

 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。また、長期貸付金は、子会社等に対して長

期貸付を行っているものであります。投資有価証券は、その他有価証券に区分される株式であり、市場価格の

変動リスクに晒されております。営業債務である買掛金等は流動性リスクに晒されておりますが、そのほとんどは

３ヶ月以内の支払期日であります。また、借入金及び社債は、主に運転資金や設備投資に必要な資金の調達

を目的としたものであります。 

 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 営業債権である売掛金については、所定の手続きに従い、債権回収の状況を定期的にモニタリングし、

回収遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。特に金額等の重要性が高い取引については、

取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告などを行っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直し

ております。 

③流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 営業債務である買掛金等や借入金及び社債については、月次単位での支払予定を把握するとともに、手

元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

 

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

貸借対照表 

計上額（a） 

（千円） 

時価（b） 

（千円） 

差額 

（ｂ）-（a） 

（千円） 

投資有価証券 56,954 56,954 － 

長期貸付金（１年内回収予定分を含む） 52,574 51,903 △670 

資産計 109,529 108,858 △670 

長期借入金（１年内返済予定分を含む） 187,505 187,505 － 

社債（１年以償還予定分を含む） 25,000 24,876 △123 

負債計 212,505 212,381 △123 

（注）以下の金融商品については、現金であること及びすべて短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似        

するものであることから、記載を省略しております。 
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     資産 現金及び預金、売掛金、預け金 

     負債 買掛金、未払金 

 

（関連当事者情報） 

①親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

  該当事項はありません。 

 

②子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の

名称 

又は氏名 
所在地 

資本金 

または 

出資金 

（千円） 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

(注)１ 

取引 

金額 

(千円) 
科目 

期末 

残高 

(千円) 

子会社 

OOKABE 

Creations

株式会社 

福井県 

福井市 
5,000 

（所有） 

直接 100 

WEB マーケティン

グ業務の委託・役

員の兼任 

WEB 利用料

(注)２ 
217,477 未払金 20,016 

銀行借入に対

する債務保証

（注）３ 

23,000 － － 

子会社 
株式会社

FPEC 

福井県 

福井市 
1,000 

（所有） 

直接 80 

ブランディング業務

の委託・役員の兼

任・資金の援助 

利息の受取 

（注）４ 
367 貸付金 43,344 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。 
   ２．第三者取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 

   ３．OOKABE Creations 株式会社の銀行借入に対して債務保証を行っておりますが、保証料の支払いは行っ 

     ておりません。取引金額には、保証債務の当事業年度末残高を記載しております。 

   ４．資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間 

     10 年としております。 

 
③兄弟会社等 

  該当事項はありません。 

 

④役員及び個人主要株主等 

  該当事項はありません。 

 

 

（1 株当たり情報） 

1 株当たり純資産額 203 円 11 銭 

1 株当たり当期純利益 3 円 60 銭 

 

（重要な後発事項） 

 該当事項はありません。 
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2024 年３月 5 日 

監査役監査報告 

OOKABE GLASS 株式会社 

監査役 福薗  健 

監査役 寺尾 忠佳 

 

第 21 期事業年度の事業報告、計算書類、これらの附属明細書その他取締役の職務執行の

監査について、次のとおり報告します。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

私は、監査方針、監査基準及び監査計画を定めた上で、取締役の業務執行並びに会計分

野を中心に監査を実施しました。 

具体的には、取締役会その他の重要な会議に出席し、会計帳簿、会計書類、重要な決裁

文書及び報告書を閲覧し、当社の取締役等から、職務の執行状況等について定期的に報告

を受け、随時説明を求めました。 

 

２ 監査の結果 

(1) 事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い当社の状況を正しく表示してい

ます。 

(2) 取締役の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実はありません。 

(3) 当社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備等についての取締役会の決議

の内容は相当であり、当該体制の運用状況につき指摘すべき事項はありません。 

(4) 計算書類とその附属明細書は当社の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しています。 

 

３ 追記情報 

  特になし 

 以上 
 


